労働法と家族の関係 : 家族にとっての労働法のあり方 by 長谷川 淳子 & Junko Hasegawa
－－
論 文 内 容 の 要 旨
Ⅰ　本論文のテーマと課題の設定
　本学位申請論文は、その題目に「労働法と家族の関係―家族にとっての労働法のあり方―」とあるとおり、
わが国の労働法分野におけるこれまでの立法政策や労働判例につき、「家族」という視点から批判的に再検
討することを主たるテーマとするものである。テーマ設定においては、これまでの立法政策や労働判例にお
いては、労働者の家族関係が適切かつ十分に考慮されていない、との理解がある。そして、本論文は、労働
と家族との関係性について分析を加えつつ、「家族」のあるべき姿からみた立法政策や労働判例の問題点を
様々な論点で掘り起こし、各論点に含まれる問題点の解決のあるべき方向と具体的解決のあり方を提示する
ことを課題として設定している。
　「家族」の視点からみた立法政策や労働判例の分析・評価については、985年のいわゆる「男女雇用機会
均等法」の制定以降、「女性労働」という視点に着目しつつ検討を行う先行研究が数多く公表されるように
なった。しかし、それらの先行研究においては、職場における男女平等に関わる特定の問題について、労働
者保護の観点に関連を持つ限りで家族の利益が検討される例がほとんどであった。また、社会学や労働経済
学、歴史学等の他の研究分野での「家族」に関する研究成果を十分に踏まえつつ検討が行われきたとはいえ
ない状況にもあった。　　
　2000年以降、男女共同参画やワーク・ライフ・バランスといった視点からの立法政策が推進されるような
り、「家族」に配慮した労働の実現に対する社会的要請が高まってきているにも関わらず、労働問題の法的
処理のあり方について、「家族」という視点からの分析、検討が十分に尽くされていない状況にあることは
否定できないところである。
　本論文は、先行研究におけるこうした研究の状況を踏まえつつ、まず、①「家族」の視点を正面に据えて、
しかも、②労働法上の特定の問題に限定せずに、「家族」に関わると考えられる様々な問題を包括的に取り
上げ、さらに③法律学だけでなく、社会学や労働経済学等の他の研究分野の研究成果を可能な限り取り込み
つつ、「家族」の視点からの立法政策や労働判例における法解釈等のあり方について、本格的な研究を試み
たものである。
　長谷川氏は、203年に提出した修士論文において、「あるべき家族像」とは何か、それをどのように捉え
るのか、労働が「家族」に与える影響とはどのようなものか、戦後のわが国労働法において「家族」はどう
捉えられてきたのか、賃金や解雇規制、労働時間等、労働法の個別問題に対する立法政策や労働判例におけ
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る処理の現状には、「あるべき家族像」からみてどのような問題があるのか、そして、「あるべき家族像」か
らみて立法政策や法解釈はどうあるべきなのか、といった論点に関する分析、検討の成果をまとめたところ
である。
　そして、長谷川氏は、博士課程後期課程進学後、「家族」とわが国労働法との関わりにつきさらに検討を
深めた研究論文を２本執筆している。まず、最初の論文は、「家族」構成員の中でも、特に、家族労働者の
労働による影響が大きいと考えられる「子ども」の視点から、親である労働者とその子どもの家族関係につ
いて、修士論文の成果からさらに踏み込んで、立法政策や労働判例の問題点の検討を試みた論考であり、「家
族にとっての労働法制のあり方～子どもにとっての親の非正規労働を中心に～」という題目で、『法と政治』
65巻３号（204年月発刊）（93頁～ 235頁）に公表されている。２本目の論文は、近時、その問題の深刻
化が指摘されている「親」を介護する労働者の視点を中心に、「家族にとっての労働法制のあり方－親の介
護と育児介護休業法の検討を中心に－」という題目で『法と政治』66巻３号（205年月発刊）に公表され
たところである。
　今回、審査対象となった本論文は、先に挙げたテーマと課題設定の下で執筆された修士論文に、『法と政治』
掲載の２本の論文を取り込んで加筆修正された論文である。
 
Ⅱ　本論文の構成と内容
　１　論文の構成
本論文の構成については、
　第１章　あるべき家族像の提示
　第２章　家族にとって労働とは
　第３章　労働法における個別問題と「あるべき家族像」の実現
の３章立てである。
　２　論文の内容
　各章についてその内容の概略は以下のとおりである。
　まず、第１章の「あるべき家族像の提示」においては、本稿における検討の出発点として、「あるべき家族像」
とは何か、を論じている。近時、家族のあり様が多様化する中で、長谷川氏が現代の家族について考える性
格や機能のうち、労働法がその射程に捉えて保護し、支えるべき「価値」を有していると考える家族像につ
いて、社会学等の研究分野の成果を踏まえつつ検討している。
　その検討のために、まず、家族とはそもそもどういう存在なのかについて、「家族としての実体」「家族と
しての意識」「家族の制度化」の３つの視点から分析を加えている。「家族としての実体」について、本論文
は、家族を婚姻関係や血縁関係等を通じて衣食住、財産、子育て・介護等の家族員のケアを共有し、精神的
に結びついた実体を持つ社会における基礎的な集合単位、と説明している。「家族としての意識」については、
家族が実体のみによって成り立っているのではなく、その背後に、家族であるとの意識が存在するとし、そ
うした意識には社会的な認知と当事者の意識がある、と分析している。そして、本論文において「家族」と
いう場合、これら「家族としての実体」と「家族としての意識」の両者を備える場合を想定しているとする。
さらに、「家族の制度化」について、家族としての「実体」や「意識」が国の定める制度によって追認されたり、
方向づけされている面があることと指摘している。
　こうして、本論文は、これら３つの視点から「あるべき家族像」を考えることで、その守られるべき基本
的な「価値」として、４つの「価値」を抽出している。すなわち、「家族員間の愛情」「子の養育」「関係の
継続性」「自立性」である。本論文は、これら４つの「価値」を、労働法がその射程に捉えて保護し支える
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べき「価値」と捉えつつ、これらの「価値」の実現の視点から、これまでの立法政策や労働判例による法解
釈の適切性を検証しようとしている。
　続く第２章「家族にとって労働とは」において、本論文は、その適切性検証の前提として、そもそも「労働」、
特に「雇用労働」が家族生活にどのような影響をもたらしてきたのか、労働と家族の関係性の分析に入って
いる。そして、分析の視点として、「収入源ないし負担軽減としての労働」、「家族内の役割形成要因として
の労働」「家族からの独立と疎外の誘引としての労働」といった視点を提示している。
　「収入源としての労働」では、家族の生活費が労働により得られる賃金で賄われており、その途絶や低賃
金が家族の貧困化、家族の崩壊に結びついていること、「負担軽減としての労働」では、家族を単位とする
これまでの社会保険制度の制度的枠組みについて指摘する。
　「家族内の役割形成要因としての労働」では、労働が夫妻の性別役割分担の形成に影響してきたことの歴
史的分析を行っている他に、また、労働の担い手の高齢化により親子や夫婦の、家族内での役割に変化が生
まれてくること、あるいは、高学歴化とともに、子どもは、労働の担い手から教育の対象へと、家族におけ
る子どもの位置づけが変化してきたこと等を指摘している。
　「家族からの独立と疎外の誘因としての労働」については、子どもの就職にみられるような、家族からの
独立が労働によってもたらされることや、働きすぎによって家族関係から疎外される状況等が分析されてい
る。
　第２章においては、以上の分析に照らして、「あるべき家族像」において守られるべき「価値」の実現が
労働によって阻害されている現状があるとして、労働法がその改善のために機能することを求めている。
　続いて本論文は、第３章で、そうした「あるべき家族像」の「価値」の実現を阻害していると考えられる
個別問題（労働者像、労働契約法制、解雇、賃金、配置転換、労働時間、育児介護休業法等）を取り上げ、
これまでの立法政策や労働判例・労働法学説にはどのような問題や課題があるのかどうかを、本論文のかな
りの部分を割いて検討している。
　まず、「労働者像」の項では、これまで労働判例等では、生活費を稼ぐ男性労働者を労働者像として想定
してきたが、育児介護休業法の制定を契機に育児や介護をする労働者像が構築されつつあり、これを踏まえ
て労働法の基本的概念とされてきた「労働の従属性」概念の中に家族という「要素」を組み込んで再構築す
る必要がある、と主張する。
　続く「労働契約法制」の項では、労働契約法３条３項に「仕事と生活の調和」（ワーク・ライフ・バランス）
という基本理念が定められたが、休暇や配置転換等に関する労働契約の解釈において、育児・介護だけでな
く家族生活全般への使用者の配慮義務を構想すべきことを指摘している。
　「解雇」の項では、厳しい解雇規制との引き換えで配置転換や残業が法解釈上で許容されている面があり、
家族との関係では、解雇規制が、結果として仕事優先の労働者を生み家族生活からの疎外を招いている実態
を考慮すると、社会保障制度による生活保障の充実を前提としつつ、解雇規制の緩和を進めるべきである、
との結論を導いている。
　「賃金」の項では、家族手当等の「家族賃金」を支給することで家族生活に配慮する慣行があるが、「家族
賃金」が性別役割分担を生んできたこと等を考えると、賃金はあくまで労働の対価である、という賃金本来
の意義を徹底し、家族の生活費は、賃金と切り離して社会保障制度の充実で対応することで、賃金の「脱家
族化」を図るべきであるとの見解を述べている。
　「配置転換」の項では、配置転換が長期雇用人材を育成する手法として広くその合理性が法解釈上で肯定
されてきたが、特に転勤による家族生活への悪影響に対する使用者の配慮義務を強化すべきである、と主張
している。
　「労働時間」の項では、長時間労働が家族生活に最も悪影響を生んでおり、その軽減・解消が家族を支え
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る労働法の基本問題となっているとする。
　「育児休業・介護休業」の項では、育児休業・介護休業制度の利用が十分進んでいない状況があり、個々
の労働者のニーズに見合った取扱いを可能にする制度の再設計が必要であるとする。
　そして、この章の最後に、問題の深刻化が指摘されている「非正規労働」の項を特に設けて、不安定雇用
や正規労働への転換の難しさ、貧困といった「非正規労働」に特徴的な問題について、「あるべき家族像」の「価
値」の実現のために、派遣労働は基本的に禁止し、有期契約は、締結要件を厳しくすべきであり、パート労
働は、均等均衡処遇の徹底が求められるとする。
　最後に、本論文は、「非正規労働」の増加もあって、近年、家族が「あるべき家族像」の４つの「価値」
を享受することをますます難しくする問題が発生しており、本論文が取り上げた「各論的」問題はそれらの
一部であり、さらに検討を要する問題があることや、労働組合による家族の価値の実現のために集団的労働
関係はどうあるべきか、の問題も検討を要する残された問題であることを指摘しつつ、「「家族」が労働法の
中心的なテーマの一つになり、さらに議論が深められることを願う」、と結んでいる。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
Ⅰ　審査経過
　本学位申請論文については、本学学位規程等に基づいて、206年２月８日に、３名の審査委員による公開
の口頭試問を実施した。この口頭試問においては、申請者である長谷川淳子氏から改めて本論文の問題意識
および論文内容の概略について説明を受けたうえで、審査委員と長谷川氏との間で本論文の細部におよぶ質
疑応答がなされた。
Ⅱ　総合的評価
　本論文は、「家族」という視点から、労働法を中心に家族法や社会保障法の法分野も含めて、わが国にお
けるこれまでの立法政策や労働判例について批判的に再検討することを主たるテーマとするものである。「家
族」という視点からの労働問題の法的処理のあり方につき十分に検討が尽くされていない、との認識の下に、
まず、①「家族」の視点を正面に据えて、しかも、②労働法分野の特定のテーマに限定せずに、「家族」に
関わると考えられる様々な労働法上の個別論点を包括的に取り上げ、さらに③法律学だけでなく、社会学や
労働経済学等の他の研究分野の研究成果を可能な限り取り込みつつ、「家族」の視点からの立法政策や労働
判例における法解釈のあり方につき分析、検討を試みたものである。労働法分野での、「家族」の視点から
の包括的研究というチャレンジングな試みを行っている、という点で、先行研究において類例の乏しい、ま
さに独創的な研究と評価してよい。
　本論文の第章で取り上げられた「あるべき家族像」においては、まず、「家族とは何か」が論じられてい
る。労働法の分野では、この点について、これまで正面から取り上げられることが少なく、さらに、家族の
あり方が多様化する近時の状況にあっては、「家族とは何か」を明らかにする試みが果たしてどこまで達成
可能なのか、という疑問も生じるところである。こうした疑問に対して長谷川氏は、労働法が視野に入れる
べき家族の「価値」とは一体何なのか、を明らかにすることは、本論文のテーマからすると避けて通れない
基本的論点であると捉え、まず「家族とは何か」につき正面から立ち入った検討を行っている。本論文につ
き評価すべき第１の点である。さらに、労働法の分野での先行研究に乏しいこの基本的論点を検討するため
に、家族法、社会保障法、社会学、労働経済学、歴史学等の多様な研究分野の膨大な成果を渉猟し、「実体」
「意識」「制度」の３つに分析の視点を集約したうえで「家族とは何か」を分析、検討し、「あるべき家族像」
の守られるべき「価値」を抽出する手堅い手法が採用されている。この点が評価すべき第２の点である。
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　そして、これら３つの視点からの分析、検討を通じて、その「価値」として、「家族員間の愛情」「子の養育」
「関係の継続性」「自立性」の４つを抽出している。これらを労働法による保護法益の提示と捉えると、保護
法益としてそもそも十分な意義を持ち得るのかどうかについて、議論のあり得るところである。例えば、「家
族間の愛情」が法的保護の対象となる利益として量定できるのかどうか、といった疑問が生じ得よう。しか
し、本論文においては、これら４つの「価値」は、「あるべき家族」を維持するうえでの基本的「価値」、す
なわち家族の視点からの問題考察の出発点となる「価値」として位置づけられている、と理解する必要がある。
こうした理解を前提として、本論文は、第２章「家族にとって労働とは」において、これら４つの「価値」
に労働がどのような影響を与えるのかについて、雇用労働と家族との関係分析を通じて検討している。そし
て、労働につき「収入源」「家族内の役割形成要因」「家族からの独立と疎外の誘因」という３つの視点を提
示する。本論文においては、これら３つの視点が「あるべき家族像」を支える４つの「価値」を守るための
フィルターの役割を果たす、と分析している。
　本論文においては、これら３つのフィルターを通じて論じる必要性の高い「各論的」労働問題を抽出して
検討している。検討の中で、先行研究が見過ごしてきた新たな視点や十分な議論がなされていない論点が提
示され吟味されている。
　例えば、本論文は、雇用労働の本質とされてきた「労働の従属性」の内容について、「家族」の視点を組
み込んだ内容に再構成することを提言している。全く新しい視点からの示唆に富む提言といえる。さらに、
解雇に対する現行の厳しい規制が、仕事優先の労働者を生み、家庭生活からの疎外を生んでいるとして、解
雇規制をさらに厳格化するのではなく、むしろ規制の緩和を主張している。近時、労働の流動化や解雇労働
者保護の実効性確保等の視点から、解雇規制の緩和、修正の是非に関する議論がなされているが、この議論
に新たな視点を提供するものである。あるいは、「仕事と生活の調和」、すなわちワーク・ライフ・バランス
につき定める労働契約法３条３項につき、関連判例を挙げつつ、これを単なる理念規定に留まる、とする見
解には与せず、使用者の配慮義務の根拠規定となり得る、とする主張には、本論文による家族の視点からの
分析の深化によって説得力が生まれている。
　さらにまた、非正規雇用の基本的特徴である有期雇用の法的規制のあり方については、有期雇用の雇入れ
に合理的理由を求める「入口規制」を導入すべきであるとの大胆な提言を行っていること等も、示唆に富む
提言といえる。これらが、本論文につき評価すべき第３の点である。
　とはいえ、本論文にも課題はある。例えば、家族法の視点からの論述に、家族法領域の研究成果への理解
度が十分でない部分があったり、「あるべき家族像」の「価値」の実現について、労働法ではなく社会保障
制度に委ねるべきことを提言している部分では、委ねること自体の当否や委ねる場合の具体的内容等につい
ての検討が十分でない部分が散見される。これらは、本論文が残された課題として挙げたいくつかの点と併
せて、今後、更なる検討の深化が期待されるところである。
　本論文におけるこうした残された課題の存在を考慮しても、本論文による先のような学術的な貢献に対す
る評価はいささかも否定されることはない、というべきである。
Ⅲ　結論
　長谷川氏は、裁判所書記官として在職しながら、本研究科前期課程に社会人として入学のうえ本論文のテー
マについての研究を開始し、博士課程に進学後も引き続きこのテーマについて研究を進めてきたところであ
る。裁判所書記官として、職務上でこれまで多くの労働事件や家事事件に接してきていること、また、裁判
所職員等を構成員とする労働組合の役員として、組合員労働者が抱える「家族」の視点に関わる労働問題に
深く関与する立場にあったこと等から、労働法と「家族」の問題に関し研究を行うにあたり、十分な「実務
経験」と強い問題意識とを有してきたものといえる。本論文は、そうした「実務経験」と、特に女性労働を
－6－
めぐる強い問題意識とに基づきつつ進められた研究の成果である。
　ところで、本研究科の「課程博士に関する内規」によれば、本研究科における博士論文の審査基準には、「研
究者用審査基準」と「高度専門職業人用審査基準」の２種類の基準が設けられている。一方の「研究者用審
査基準」は、「研究者として期待される独創的な研究成果を含む」のかどうか、が審査され、他方の「高度
専門職業人用審査基準」においては、「研究者以外の職業に就いて独立した研究を行うことができる程度の
高度な能力を有していると評価できる」のかどうか、が審査されることになっていて、それぞれの基準に異
なる評価項目が設定されている。
　本審査委員会は、本論文につき、長谷川淳子氏の申請のとおり、「高度専門職業人用審査基準」による審
査の対象とすることが適切であると判断し、この基準による審査を実施することとした。
　本論文には、本格的な外国法の研究は含まれていないが、「高度専門職業人用審査基準」においては、外
国法の研究が評価項目として必須のものとはされておらず、これに代えて「実務的知見や先行研究との十分
な関連付け」が問われることとなっている。
　こうした点も含めて、３人の審査委員は、口頭試問による審査を踏まえ、本学位申請論文が、本研究科の
定める「高度専門職業人用審査基準」を充たし、よって「研究者以外の職業に就いて独立した研究を行うこ
とができる程度の高度な能力を有していると評価できる論文」であることを確認できた。
　よって、本論文が博士学位（甲号）（いわゆる課程博士学位）の申請論文としての水準を十分に充たす研
究業績である、との結論に全員一致で達したことを、ここに報告する次第である。
